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阪神・淡路大震災および東日本大震災の 
財政・地域経済への影響に関する比較研究サーベイ 
 
北岡 佑太 
【修士論文概要書】 
 
1. 背景と本論文の目的 
 
自然災害が発生することで、人命や財産は危機に脅かされる。日本は北米プレート・ユー
ラシアプレート・フィリピン海プレート・太平洋プレートの 4 つのプレート上にあり、国土
面積に比べて地震の発生回数がきわめて多い。また、国土の地形から、台風による豪雨や火
山の噴火など、地震以外の自然災害も発生しやすいことが知られている。このことから、日
本人は自然災害から大きな被害を受けてきたが、その一方で、その経験や知識を蓄積し、国
内はもとよりアジアを中心とする海外においても、防災関係の技術協力プロジェクトや国
連などの国際機関を通じた防災協力に参加してきた。 
以上のようなことから、日本では自然災害に関する研究もそれだけ進んでいるものと予
想されるが、はたしてそうした日本の研究にはどのような特徴があるのだろうか。本論文の
問題関心は、阪神淡路大震災や東日本大震災を中心とした震災に関する研究、とくに実証研
究によってこれまでどのような研究がなされ、どのような知見や政策的示唆が得られてき
たのかを、文献サーベイを通じて整理・展望することにある。 
林（2014）によれば、日本のような経済規模が大きい国では、人的被害だけでなく経済的
被害も大きな問題となり、人的被害を軽減させる取り組みと同時に、経済的被害を軽減させ
る取り組みも重要になるという。これまでの経済的被害やその対策に関する研究を見ると、
災害発生直後に一時的に論文等の文献数が増加する現象が見られる。そうした研究の蓄積
から得られた知見は、その後の災害への備えに活かされているのだろうか。本論文の目的は、
阪神淡路大震災および東日本大震災を中心に、財政および地域経済に関する実証研究を包
括的・体系的にサーベイし、その知見を得ると同時に、今後につながる政策的な議論を展開
することである。 
 
2. 海外の自然災害に関する経済学アプローチによる研究 
 
最初に、海外の自然災害に関する経済学アプローチによる研究を、この分野の研究を体系
的に整理・展望している Cavallo and Noy（2010）のサーベイ論文をたよりに、それらの研究
の特徴について国内の研究との比較という視点から整理してみた。 
海外の自然災害に関する実証研究では、地震や津波のみならず、洪水や飢饉など多様な自
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然災害が取り上げられている。そうした自然災害の人的被害やインフラ被害といった直接
的インパクトに関する研究と、GDP や経済成長への間接的インパクトに関する研究に分け
られ、それぞれに実証研究が蓄積されてきている。このことは、この後で取り上げる財政や
産業への影響に関する研究が多く行われている日本との違いと言える。 
海外の実証研究では、直接・間接のインパクトをもたらした要因の解明、そして短期的イ
ンパクトから長期的インパクトへと波及していくプロセスの解明に主たる関心を向けられ
ている。その結果、各国の自然災害を対象とした多種多様な研究が、国際比較を行えるとこ
ろまで蓄積がなされてきている。ただし、実証研究で得られた結果も多種多様であり、時に
相反する結果すら得られている場合がある。共通の政策含意を得るには、さらなる相互比較
の可能な研究が必要と言える。そして日本でも同様の手法による研究が望まれる。 
 
3. 震災によるインフラ被害に関する研究 
 
国内の震災関連の文献サーベイをするに当たり、地震を対象とした経済学アプローチに
よる 1980 年以降の実証的（統計的データを用いた）研究というくくりで、研究論文を幅広
く探したところ、347 件の文献を収集することができた。これを大きく分類したところ、震
災によるインフラ被害に関する研究、震災による財政政策および国家・地方財政への影響に
関する研究、震災による雇用・産業への影響に関する研究という 3 つのジャンルに大別する
ことができた。 
 第 1 のものは、震災による直接的影響であるインフラ被害に関する研究である。これにつ
いては政府自身も復興予算を用意する関係から、災害後に直接的被害の推計を行っている。
ただし、推計のためのデータ収集の方法は、これまでの震災ではその都度、また震災の規模
によって異なっている。政府は災害発生後の財政対策を、災害対策基本法を中心とする各種
法令に則って行っているが、復旧・復興対策を迅速に実行するには、被害の大きさをできる
だけ早く特定化することが重要になる。 
ただし、阪神淡路大震災および東日本大震災の際のインフラ被害に関する研究をサーベ
イしたところ、政府自身は直接的被害の推計しか行っておらず、それら推計値も災害直後に
一度発表されるとその後は修正されていないことが分かった。 
また、阪神淡路大震災のように地域が限定された自然災害では、被災者や被災地へのアン
ケート調査を活用した被害額推計の研究が、民間機関などによって行われている。ただし、
東日本大震災の際の被害額推計では、被災地域でのアンケートを行った研究は存在してい
なかった。被害が広範囲かつ深刻に及んだことで、災害発生直後のアンケートの実施が困難
であったと考えられる。 
被害額の推計も仮定やデータや計算手法によって変化しうるため、複数のアプローチに
よる実証研究の比較吟味が望まれる。 
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4. 震災による財政政策および財政への影響に関する研究 
 
第 2 に、震災による財政政策および国家・地方財政への影響に関する実証研究がある。こ
のテーマに関係する文献は 197 件あり、今回の分類した文献の中では最も多かった。さらに
細かく分類を試みると、①災害時の財政支援制度の枠組みに関する文献が 30 件、②阪神淡
路大震災や東日本大震災など、震災時の財政政策に関する文献が 101 件、③災害後の地方財
政への影響に関する文献が 50 件、④今後の防災対策に関する文献が 16 件であった。ただ
し、①や②の文献の中には震災の財政政策を紹介・解説している程度の文献も含まれており、
統計データを用いた実証研究がその数だけある訳ではないことに留意されたい。 
文献サーベイの結果、いずれの震災においても、応急期や復旧期には国から被災地自治体
への手厚い財政支援・補助金配分が行われてきたことが分かった。これは、災害復旧事業に
原形復旧の原則が存在していることが背景の一つにあると考えられる。しかしその一方で、
震災によって復興事業の対応に違いが見られる面もある。阪神淡路大震災の際には、復興事
業に伴う地方負担があり、その影響は今なお続いているとの指摘がある。 
しかし東日本大震災においては、被害の大きさと被災自治体の財政力を鑑み、実質的な地
方負担がない形で復興事業が実施されてきた。ただし、実質負担無しによる復興事業が今後
の東北被災地にどのように影響してくるか、今後注視すると共にその研究も待たれるとこ
ろである。 
 
5. 震災による雇用政策および雇用への影響に関する研究 
 
ここまでは経済的被害やインフラ被害に関する研究を見てきたが、災害が起きると被災
者はいわゆる災害リスクに曝される。中でも重大な問題が失業である。仕事を失うことで、
単に経済的に困窮するだけでなく、生き甲斐も失う可能性がある。これは災害が起きていな
い平時でも可能性があるが、震災で多くの財産を失った被災者にとっては、さらに一層深刻
な問題となる。 
文献サーベイの最後に、震災による雇用への影響に関する研究を整理したところ、阪神淡
路大震災の被災地では、パートタイム労働者の供給不足とフルタイム（一般）労働者に対す
る求人・求職のミスマッチが見られ、また長期的には被災地域の間で雇用状況に差が見られ
た点が明らかにされてきた。 
東日本大震災の被災地では、まだ雇用の長期的な動向についての分析はできないが、震災
直後の雇用対策において、大量の離職者の発生を食い止めた点が評価されている。地域の産
業や雇用環境も異なるが、過去の震災からの経験が一部とは言え政策に活かされたと言え
るだろう。 
ただし、被災地の雇用を安定化させるには、仕事を生み出す地域経済や地場産業そのもの
の再建・復興が必要になる。被災者への支援から雇用対策、そして地域の産業とをつなげる
研究は、まだ十分に行われているとは言えず、今後必要とされる研究課題である。 
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